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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第29期
第３四半期
連結累計期間

第30期
第３四半期
連結累計期間

第29期
第３四半期
連結会計期間

第30期
第３四半期
連結会計期間

第29期

会計期間

自　平成21年
　　８月１日
至　平成22年
　　４月30日

自　平成22年
　　８月１日
至　平成23年
　　４月30日

自　平成22年
　　２月１日
至　平成22年
　　４月30日

自　平成23年
　　２月１日
至　平成23年
　　４月30日

自　平成21年
　　８月１日
至　平成22年
　　７月31日

売上高 (千円) 19,636,90417,123,0266,056,8415,689,25326,492,439

経常利益 (千円) 252,324 935,722 80,874 451,736 584,201

四半期純利益又は四半
期（当期）純損失(△)

(千円) △277,584 762,073 298,747 365,961△322,831

純資産額 (千円) ― ― 485,2272,463,634447,797

総資産額 (千円) ― ― 15,970,28314,992,48213,950,760

１株当たり純資産額 (円) ― ― 9.68 39.48 9.40

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期（当期）純損失
金額(△)

(円) △9.83 16.98  10.19 6.13 △10.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― 16.91 10.16 5.97 ―

自己資本比率 (％) ― ― 2.0 15.7 2.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,037,9092,042,347 ― ― △296,115

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,283,24438,937 ― ― 3,518,821

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △673,642 76,477 ― ― △2,190,566

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 5,455,4054,984,8412,825,231

従業員数 (人) ― ― 708 712 710

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第29期第３四半期連結累計期間及び第29期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、１株当たり四半期(当期)純損失のため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載の通りであります。

　

３ 【関係会社の状況】

（ＴＶ－ＣＭ事業）

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。　

（マーケティング・コミュニケーション事業）

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。　

（その他）

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。　

　
４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年４月30日現在

従業員数(人) 712(80)

(注)　従業員数は就業人員数であり、(　)内に臨時雇用者(派遣社員、アルバイト)の当第３四半期連結会計期間の平均人

数を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年４月30日現在

従業員数(人) 419(35)

(注)  従業員数は就業人員数であり、(　)内に臨時雇用者(派遣社員、アルバイト)の当第３四半期会計期間の平均人数を

外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの制作物の内容及び金額は、それぞれの制作物により異なり、また、制作のプロセスも多

岐にわたるため、生産実績の表示が困難であります。従って、生産実績の記載はしておりません。

　
(2) 受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

ＴＶ－ＣＭ事業 3,502,198 ― 3,939,394 ―

マーケティング・コミュニケー
ション事業

1,304,778 ― 822,415 ―

その他 307,561 ― 528,313 ―

合計 5,114,538 ― 5,290,123 ―

(注) １．数量については、受注内容によって単価等が異なり、数量表示が適切でないため記載しておりません。

２．金額には、消費税等は含まれておりません。

３．受注残高の金額は、グループ間取引控除後になっております。

４．第１四半期連結会計期間からセグメントを変更しているため、前年同四半期比は記載しておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

前年同四半期比(％)

ＴＶ－ＣＭ事業(千円) 3,980,990 ―

マーケティング・コミュニケーション事業
(千円)

1,539,688 ―

その他(千円) 168,575 ―

合計 5,689,253 ―

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には、消費税等は含まれておりません。

３．第１四半期連結会計期間からセグメントを変更しているため、前年同四半期比は記載しておりません。

４．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対

する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
　　至　平成22年４月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
　　至　平成23年４月30日）

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社電通 1,437,816 23.7 1,945,039 34.2

株式会社博報堂 664,769 11.0 367,858 6.5
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　
(1) 業績の概況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国向けを中心とする輸出の増加などにより、企

業収益の回復傾向が見られていました。当社が事業を展開している広告業界におきましても、テレビ広告

費を中心に増加傾向にあり、広告需要は緩やかな回復の兆しが表れておりました。しかしながら、３月に

発生した東日本大震災は、この回復傾向にブレーキをかけることとなりました。

このような業界環境のもと、当第３四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、前連結会

計年度において子会社であった株式会社円谷プロダクション及び株式会社デジタル・フロンティアの連

結除外の影響を受けた結果、前年同四半期比で売上高は減少するも、ＴＶ－ＣＭ事業が好調に推移したこ

とと、継続的な業務の効率化及びコスト削減が奏功し、利益は大幅に回復いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高5,689百万円（前年同四半期比6.1％減）、営

業利益474百万円（前年同四半期比203.0％増）、経常利益451百万円（前年同四半期比458.6％増）、四半

期純利益365百万円（前年同四半期比22.5％増）となりました。なお、販売費及び一般管理費には、Ｍ＆Ａ

によるのれん償却額58百万円が含まれております。

セグメント別の概況は次のとおりであります。

　
①ＴＶ－ＣＭ事業

当事業につきましては、ＴＶ－ＣＭの企画・制作及びポスト・プロダクション業務を行っております。

テレビ広告費は回復傾向にあり、広告需要が緩やかな回復基調にあります。そのような業界環境のも

と、平成22年７月のグループ統合以降、大手制作会社の１社である強みを活かし一体的な営業展開を図っ

た結果、好調に推移いたしました。また、グループ統合に伴う人材の集約、内製化と集中発注等の業務効率

化を推進した結果、利益が大幅に増加し、連結利益に大きく貢献いたしました。

以上の結果、ＴＶ－ＣＭ事業は、売上高3,997百万円、営業利益823百万円となりました。なお、販売費及

び一般管理費には、Ｍ＆Ａによるのれん償却額９百万円が含まれております。
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②マーケティング・コミュニケーション事業

当事業におきましては、国内外におけるＷＥＢ広告やプロモーションメディア広告の企画・制作等、ク

ロス・メディア広告を手掛けております。

当事業におきましては、国内部門は、売上高、利益ともに業績目標を達成したものの、海外部門は売上

高、利益ともに大幅な業績目標未達となりました。

以上の結果、マーケティング・コミュニケーション事業は、売上高1,596百万円、営業利益47百万円とな

りました。なお、販売費及び一般管理費には、Ｍ＆Ａによるのれん償却額48百万円が含まれております。

　
③その他

その他におきましては、アニメーション、テレビ番組、ミュージック・ビデオの企画・制作を行ってお

ります。

その他全体では、売上高、利益ともに業績目標未達となりました。通期の業績目標の達成に向け、営業強

化、収益構造の見直し等図ってまいります。

以上の結果、売上高173百万円、営業利益２百万円となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第２四半期連結会

計期間末に比べて1,190百万円増加し、4,984百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は1,311百万円(前年同期は、1,468百万円の獲得)となりました。主に

税金等調整前四半期純利益、売上債権の減少及び仕入債務の増加といった増加要因がある一方で、棚

卸資産の増加及び法人税等の支払といった減少要因によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果獲得した資金は54百万円(前年同期は、3,064百万円の獲得)となりました。主に差入

保証金の回収による収入、出資金の分配による収入といった増加要因がある一方で、有形・無形固定

資産の取得、保険積立金の積立による支出といった減少要因によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は180百万円(前年同期は、1,431百万円の使用)となりました。主に長

期借入金の返済による支出及びリース債務の返済による支出といった減少要因によるものです。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はございま

せん。

　
(4) 研究開発活動　

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の

新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除

却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 89,880,000

計 89,880,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年４月30日）

提出日現在
発行数（株）

(平成23年６月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,736,93059,736,930
大阪証券取引所

JASDAQ(スタンダード)
単元株式数は
500株です。

計 59,736,93059,736,930 ― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成23年６月１日から、この四半期報告書提出日までの新株予約権行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①第８回新株予約権(平成22年６月24日臨時株主総会決議)

　

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年４月30日）

新株予約権の数(個) 10,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)　 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,000,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 52(注)

新株予約権の行使期間 平成26年１月15日から平成33年１月14日まで　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52
資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　26

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いても当社又は当社関係会社の取締役、監査役もし
くは従業員の地位にあることを要する。
ただし、定年退職その他正当な理由のある場合には
この限りではない。
②新株予約権の質入その他一切の処分は認めないもの
とする。
③権利行使期間中に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権
を承継することができる。ただし、再承継はできな
い。
④新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日
から12月31日)の合計額が1,200万円を超過すること
となる権利行使はできないものとする。
⑤その他権利行使の条件については、平成23年１月14
日開催の新株予約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契
約」等に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項　 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 (注)１

(注）１．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、又は株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上

を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき

吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直前において残

存する本新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)を保有する乙に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権をそれ

ぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新た

に発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

EDINET提出書類

株式会社ティー・ワイ・オー(E05279)

四半期報告書

 9/38



　
③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上決定します。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の行使価額に新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当初権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

⑦新株予約権の取得の事由および条件

当社は、新株予約権者又はその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権

を無償で取得するものとします。

２．新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、上記行使価額は次の計算式により調整されるも

のとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

なお、当社が時価を下回る金額で新株式の発行又は自己株式の処分(新株予約権及び新株引受権の行使による

場合を除く。)を行う場合は、上記行使価額は次の計算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

 
 

調整後行使価額
 
＝

 
調整前行使価額

 
 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式数の総数を控除し

た数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「分割・新規発行

前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替える。
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②第９回新株予約権(平成22年10月28日定時株主総会決議)

　

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年４月30日）

新株予約権の数(個) 1,979

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 989,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 52(注)

新株予約権の行使期間 平成26年１月15日から平成33年１月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52
資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　26

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いて、当社又は当社関係会社の取締役、監査役もしく
は従業員の地位にあることを要する。
ただし、定年退職その他正当な理由のある場合には
この限りではない。
②新株予約権の質入その他一切の処分は認めないもの
とする。
③権利行使期間中に新株予約権の割当てを受けた者が
死亡した場合は、法定相続人１名に限り新株予約権
を承継することができる。ただし、再承継はできな
い。
④新株予約権の行使に係る払込金額の年間(１月１日
から12月31日)の合計額が1,200万円を超過すること
となる権利行使はできないものとする。
⑤その他権利行使の条件については、平成23年１月14
日開催の新株予約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項　 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 (注)１

(注）１．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、又は株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上

を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき

吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直前において残

存する本新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)を保有する乙に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権をそれ

ぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新た

に発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件と

する。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上決定します。
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④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の行使価額に新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当初権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

⑥譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

⑦新株予約権の取得の事由および条件

当社は、新株予約権者又はその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権

を無償で取得するものとします。

２．新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、上記行使価額は次の計算式により調整されるも

のとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

なお、当社が時価を下回る金額で新株式の発行又は自己株式の処分(新株予約権及び新株引受権の行使による

場合を除く。)を行う場合は、上記行使価額は次の計算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

 
 

調整後行使価額

 
 
＝

 
 

調整前行使価額

 
 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式数の総数を控除し

た数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「分割・新規発行

前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替える。

　

なお、第２四半期会計期間において、当社の第１回新株予約権(120,000株)、第２回新株予約権(555,000株)、第

４回新株予約権(55,000株)、第５回新株予約権(500,000株)、第６回新株予約権(350,000株)及び第７回新株予約

権(226,000株)を消却しております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額　
（千円）

資本金残高 
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年２月１日～
平成23年４月30日

- 59,736,930 - 1,751,057 - 1,353,172

　

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。　
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年１月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　59,725,500 119,451 ―

単元未満株式 普通株式　    11,430 ― １単元（500株）未満の株式

発行済株式総数 59,736,930 ― ―

総株主の議決権 ― 119,451 ―

(注)  単元未満株式の普通株式には、当社所有の自己株式463株を含んでおります。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
８月 ９月 10月 11月 12月

平成23年
１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 42 83 53 42 57 59 86 108 72

最低(円) 30 32 35 33 38 48 51 38 58

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りでありま

す。

(1) 新任役員

　

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
就任年月日

取締役 鈴　木　愛　作
昭和46年

11月13日

平成６年４月 J.P.モルガン入社

(注)２ ―
平成22年

12月30日

平成13年３月 ユニゾン・キャピタル㈱入社

平成16年６月 ㈱東ハト監査役

平成17年６月 ㈱コスモスイニシア監査役

平成19年６月 コバレントマテリアル㈱取締役

平成19年９月 インテグラル㈱取締役

パートナー(現任)

平成22年11月 ㈱シカタ取締役(現任)

平成22年12月 当社取締役(現任)

取締役 辺　見　芳　弘
昭和32年

10月７日

昭和55年４月 三井物産㈱入社

(注)２ ―
平成22年

12月30日

平成２年８月 ボストンコンサルティング

グループ入社

平成10年４月 同社パートナー

平成10年６月 アディダスジャパン㈱営業・

マーケティング業・

マーケティング担当オフィサー

平成13年４月 同社副社長

平成16年６月 ㈱東ハト代表取締役社長

平成19年９月 インテグラル㈱取締役

パートナー(現任)

平成21年12月 ㈱ヨウジヤマモト取締役会長

(現任)

平成22年11月 ㈱シカタ代表取締役

平成22年12月 当社取締役(現任)

平成23年２月 ㈱シカタ取締役(現任)

取締役 後　藤　英　恒
昭和45年

５月３日

平成６年４月 プロクター・アンド・ギャンブ

ル・ファー・イースト・インク

(プロクター・アンド・ギャン

ブル・ジャパン㈱)入社

(注)２ ―
平成22年

12月30日

平成13年４月 ボストンコンサルティング

グループ入社

平成15年６月 ㈱東ハト執行役員経営企画室長

平成17年６月 同社取締役副社長兼COO

平成19年１月 ㈱三城(現株式会社三城ホール

ディングス)

執行役員戦略企画室長

平成20年６月 インテグラル㈱ディレクター

(現任)

平成20年12月 ㈱ビー・ピー・エス

代表取締役社長

平成22年７月 ㈱ビー・ピー・エス取締役

(現任)

平成22年11月 ㈱シカタ取締役

平成22年12月 当社取締役(現任)

平成23年２月 ㈱シカタ代表取締役(現任)

(注) １. 取締役鈴木愛作氏、辺見芳弘氏及び後藤英恒氏はいずれも会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

２. 取締役の任期は、就任の時から平成24年７月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

 

　

(2) 役職の異動

　

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役 常務取締役 松　谷　有　徳 平成22年12月１日
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第５ 【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年８月１日から平成22年４月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年８月１日から平成23年４月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年２月１

日から平成22年４月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年８月１日から平成22年４月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年８月１日から平成23年４月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,984,841 2,825,231

受取手形及び売掛金 ※3
 2,792,664

※3
 4,035,334

仕掛品 1,926,479 1,295,058

原材料及び貯蔵品 3,472 4,153

繰延税金資産 227,418 227,469

その他 506,967 596,197

貸倒引当金 △7,943 △8,719

流動資産合計 10,433,900 8,974,725

固定資産

有形固定資産 ※1, ※2
 2,030,533

※1, ※2
 2,091,661

無形固定資産

のれん 873,567 1,047,662

その他 105,938 113,143

無形固定資産合計 979,506 1,160,805

投資その他の資産

出資金 32,219 101,228

長期貸付金 699,200 719,490

その他 1,669,472 1,757,590

貸倒引当金 △852,349 △854,740

投資その他の資産合計 1,548,542 1,723,568

固定資産合計 4,558,582 4,976,035

資産合計 14,992,482 13,950,760

負債の部

流動負債

買掛金 2,808,009 2,291,698

短期借入金 － ※2
 715,557

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,118,547 －

未払法人税等 27,449 464,763

前受金 428,204 147,579

賞与引当金 58,896 66,595

その他 785,311 1,016,319

流動負債合計 5,226,419 4,702,513

固定負債

長期借入金 ※2
 6,801,518

※2
 8,249,430

役員退職慰労引当金 259,730 300,471

資産除去債務 60,596 －

その他 180,584 250,547

固定負債合計 7,302,429 8,800,449
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年７月31日)

負債合計 12,528,848 13,502,963

純資産の部

株主資本

資本金 1,751,057 1,101,047

資本剰余金 1,353,172 703,163

利益剰余金 △660,720 △1,422,793

自己株式 △99 △99

株主資本合計 2,443,409 381,317

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △27,157 △1,022

為替換算調整勘定 △57,801 △68,116

評価・換算差額等合計 △84,959 △69,138

新株予約権 14,698 32,751

少数株主持分 90,485 102,866

純資産合計 2,463,634 447,797

負債純資産合計 14,992,482 13,950,760
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　（２）【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年８月１日
 至 平成23年４月30日)

売上高 19,636,904 17,123,026

売上原価 15,096,423 13,081,283

売上総利益 4,540,480 4,041,742

販売費及び一般管理費 ※1
 3,986,906

※1
 2,874,899

営業利益 553,573 1,166,842

営業外収益

受取利息 34,110 3,885

為替差益 － 8,466

組合出資分配金 6,269 66,425

負ののれん償却額 17,442 －

その他 73,044 38,560

営業外収益合計 130,867 117,337

営業外費用

支払利息 197,634 135,564

売上債権売却損 36,860 39,333

資金調達費用 － 106,000

株式交付費 － 4,625

組合出資減価償却費 167,877 51,825

その他 29,743 11,109

営業外費用合計 432,116 348,458

経常利益 252,324 935,722

特別利益

固定資産売却益 2,181 44

投資有価証券売却益 99,171 －

子会社株式売却益 1,117,422 －

新株予約権戻入益 9,688 32,751

前期損益修正益 － 22,395

共済契約解約手当収入 － 3,200

その他 14,116 2,832

特別利益合計 1,242,581 61,224
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年８月１日
 至 平成23年４月30日)

特別損失

固定資産除却損 16,735 55,720

固定資産売却損 612 664

貸倒引当金繰入額 806,821 －

訴訟関連損失 36,292 －

投資有価証券評価損 20,029 －

投資有価証券売却損 60,359 407

賃貸借契約解約損 14,156 －

減損損失 7,429 －

債権売却損 361,750 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 34,446

生命保険契約変更損 － 24,958

その他 32,371 28,539

特別損失合計 1,356,557 144,737

税金等調整前四半期純利益 138,348 852,209

法人税、住民税及び事業税 450,065 114,799

法人税等調整額 △52,625 △17,628

法人税等合計 397,440 97,171

少数株主損益調整前四半期純利益 － 755,038

少数株主利益又は少数株主損失（△） 18,493 △7,034

四半期純利益又は四半期純損失（△） △277,584 762,073
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　　【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年２月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年２月１日
 至 平成23年４月30日)

売上高 6,056,841 5,689,253

売上原価 4,656,592 4,270,831

売上総利益 1,400,249 1,418,421

販売費及び一般管理費 ※1
 1,243,698

※1
 944,025

営業利益 156,551 474,396

営業外収益

受取利息 6,850 501

為替差益 － 23,163

組合出資分配金 856 24,452

負ののれん償却額 4,360 －

保険解約返戻金 11,322 737

持分法による投資利益 － 73

その他 9,274 681

営業外収益合計 32,664 49,609

営業外費用

支払利息 61,695 40,924

持分法による投資損失 77 －

売上債権売却損 13,120 15,674

組合出資減価償却費 25,919 14,419

その他 7,527 1,250

営業外費用合計 108,340 72,269

経常利益 80,874 451,736

特別利益

固定資産売却益 2,181 0

投資有価証券売却益 1,086 －

子会社株式売却益 1,117,422 －

新株予約権戻入益 9,688 －

共済契約解約手当収入 － 3,200

その他 － 816

特別利益合計 1,130,379 4,017

特別損失

固定資産除却損 614 9,558

固定資産売却損 612 664

貸倒引当金繰入額 432,445 －

訴訟関連損失 7,675 －

投資有価証券評価損 10,834 －

債権売却損 361,750 －

生命保険契約変更損 － 24,958

その他 3,729 4,534

特別損失合計 817,661 39,716
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（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年２月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年２月１日
 至 平成23年４月30日)

税金等調整前四半期純利益 393,592 416,037

法人税、住民税及び事業税 143,283 30,596

法人税等調整額 △7,359 3,462

法人税等合計 135,924 34,059

少数株主損益調整前四半期純利益 － 381,978

少数株主利益又は少数株主損失（△） △41,078 16,016

四半期純利益 298,747 365,961
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　（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年８月１日
 至 平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 138,348 852,209

減価償却費 273,156 198,035

著作権償却費 65,453 －

のれん償却額 181,358 174,095

負ののれん償却額 △17,442 －

固定資産除却損 16,735 55,720

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,663,084 △3,228

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,038 △7,698

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

18,082 △38,897

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △856,650 －

受取利息及び受取配当金 △35,153 △3,885

支払利息 197,634 135,564

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △18,783 －

新株予約権戻入益 － △32,751

債権売却損 361,750 －

持分法による投資損益（△は益） △245 △225

資金調達費用 － 106,000

株式交付費 － 4,625

生命保険契約変更損益（△は益） － 24,958

支払手数料 4,056 －

出資金償却 687,526 51,593

関係会社株式売却損益（△は益） △1,117,422 －

有形固定資産売却損益（△は益） △2,181 －

売上債権の増減額（△は増加） 570,217 1,255,990

たな卸資産の増減額（△は増加） △393,096 △630,845

仕入債務の増減額（△は減少） 257,787 513,725

未払金の増減額（△は減少） △75,817 △197,082

前受金の増減額（△は減少） △211,043 282,131

その他 △109,427 △126,217

小計 1,638,967 2,613,816

利息及び配当金の受取額 34,366 3,885

利息の支払額 △197,310 △134,738

法人税等の還付額 － 108,985

法人税等の支払額 △438,113 △549,600

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,037,909 2,042,347
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年８月１日
 至 平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年８月１日
 至 平成23年４月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付金の回収による収入 1,301,158 88,088

有形固定資産の取得による支出 △135,409 △106,840

無形固定資産の取得による支出 △14,795 △46,160

投資有価証券の売却による収入 274,219 1,625

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

1,608,721 －

出資金の払込による支出 △55,360 △2,205

出資金の分配による収入 18,722 71,985

差入保証金の差入による支出 △7,637 △9,360

差入保証金の回収による収入 149,470 82,560

保険積立金の積立による支出 △85,417 △41,297

その他 229,572 540

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,283,244 38,937

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,844,735 △100,681

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △2,635,680 △944,240

社債の償還による支出 △285,000 －

自己株式の売却による収入 366,525 －

株式の発行による収入 － 1,189,393

リース債務の返済による支出 △59,956 △68,139

その他 △4,265 145

財務活動によるキャッシュ・フロー △673,642 76,477

現金及び現金同等物に係る換算差額 △614 1,848

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,646,897 2,159,610

現金及び現金同等物の期首残高 1,808,508 2,825,231

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,455,405

※1
 4,984,841
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年８月１日
　　至　平成23年４月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　連結子会社は15社であります。前連結会計年度において連結子

会社であった㈱イーヴァム・インターナショナルは、㈱ゼオと

の吸収合併により、㈱1st Avenueは当社との吸収合併により、第

１四半期連結会計期間より連結の範囲から除いております。ま

た、㈱コラボは当社との吸収合併により、第２四半期連結会計期

間より連結の範囲から除いております。

２．会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

21号　平成20年３月31日)を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益

は、それぞれ3,957千円減少し、税金等調整前四半期純利益は、

37,393千円減少しております。また、当会計基準の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は69,182千円であります。

（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱い」の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」

(企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分)及び「持分法

適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報

告第24号　平成20年３月10日)を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の損益への影響はあり

ません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年８月１日
　　至　平成23年４月30日）

（四半期連結損益計算書）

前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「前期損益修正

益」は、特別利益の総額の100分の20を超えたため当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「前期損益修正益」は3,661千円であ

ります。

 
「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に

より、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
　　至　平成23年４月30日）

（四半期連結損益計算書）

前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、

営業外収益の総額の100分の20を超えたため当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は588千円であります。

 
「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に

より、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年８月１日
　　至　平成23年４月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年

度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定して

おります。
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末
(平成22年７月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,372,996千円

※２　担保に供している資産

担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはありま

せん。

 
 
 
 
 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。 
受取手形　　　　　　　　　　　　140,816千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 1,332,650千円

※２　担保に供している資産

建物 384,489千円

土地  834,881千円

合計 1,219,371千円

 
　　　上記に対応する債務は次のとおりであります。

短期借入金 25,189千円

長期借入金 1,321,536千円

合計 1,346,726千円

 
※３　連結会計年度末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当連

結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が連結会計年度末残高に含

まれております。
受取手形　　　　　　　　　　　　124,193千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
至　平成23年４月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 986,543千円

給与賞与 983,496千円

業務委託費 406,675千円

広告宣伝費 43,015千円

支払家賃 201,508千円

のれん償却費 181,358千円

賞与引当金繰入額 12,761千円

貸倒引当金繰入額 2,649千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,150千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 603,633千円

給与賞与 736,532千円

業務委託費 340,474千円

広告宣伝費 29,697千円

支払家賃 111,244千円

のれん償却費 174,095千円

賞与引当金繰入額 7,490千円

役員退職慰労引当金繰入額 21,216千円

 

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 307,214千円

給与賞与 298,258千円

業務委託費 151,838千円

広告宣伝費 13,171千円

支払家賃 52,890千円

のれん償却費 58,360千円

賞与引当金繰入額 5,144千円

貸倒引当金繰入額 319千円

役員退職慰労引当金繰入額 △1,285千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 197,955千円

給与賞与 257,868千円

業務委託費 121,564千円

広告宣伝費 7,654千円

支払家賃 28,525千円

のれん償却費 58,031千円

賞与引当金繰入額 2,719千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,950千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至  平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
至  平成23年４月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,545,405千円

現金及び現金同等物 5,545,405千円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,984,841千円

現金及び現金同等物 4,984,841千円

 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成23年４月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年８月１日　

至　平成23年４月30日)

１. 発行済株式の種類及び総数

普通株式         59,736,930株

　

２. 自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　 　     　463株

　

３. 新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　　14,698千円(親会社)

　

４. 配当に関する事項 

該当事項はありません。

　

５. 株主資本の著しい変動

当社は、平成22年12月30日付で、インテグラル１号投資事業有限責任組合から第三者割当増資の払い込

みを受けました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が650,009千円、資本剰余金が

650,009千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,751,057千円、資本剰余金が

1,353,172千円となっております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)

　

　
広告映像事業
（千円）

ＷＥＢ事業
（千円）

エンタテインメ
ント事業
（千円）

コンテンツ・
ソリューション

事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,411,814782,906700,184 161,9356,056,841 ― 6,056,841

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

10,129 72,551 17,295 443,942543,918(543,918) ―

計 4,421,944855,457717,479 605,8786,600,760(543,918)6,056,841

営業利益又は営業損失(△) 313,069△61,936△168,976 102,936185,092(28,541)156,551

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年８月１日　至　平成22年４月30日)

　

　
広告映像事業
（千円）

ＷＥＢ事業
（千円）

エンタテインメ
ント事業
（千円）

コンテンツ・
ソリューション

事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,725,3512,245,6604,222,009443,88319,636,904 ― 19,636,904

  (2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

129,432173,691 43,7301,125,2211,472,076(1,472,076) ―

計 12,854,7832,419,3514,265,7401,569,10521,108,981(1,472,076)19,636,904

営業利益又は営業損失(△) 786,309△180,162△100,563 174,138679,721(126,147)553,573

(注) １．ＷＥＢ事業の業績には、インターナショナル事業の業績が含まれております。また、エンタテインメント事業

における売上高の減少の理由は、前連結会計年度においてエンタテインメント事業のゲームソフト部門から

撤退したこと、並びに当第３四半期連結会計期間における㈱円谷プロダクション及び㈱デジタル・フロン

ティアの株式譲渡に伴い、同２社が当社連結対象より除外されたこと等によるものであります。

２．事業の区分方法

事業は、事業の性質及び販売市場の類似性を考慮して区分しております。

３．各事業に属する主要な事業内容

広告映像事業 ＴＶ－ＣＭの企画・制作、マーケティング・コミュニケーション

ＷＥＢ事業 インタラクティブ・コンテンツの企画・制作

エンタテインメント事業
音楽ソフトの企画・制作・販売、ＣＧ、映画、アニメーション、放送
番組等の企画・制作、キャラクター等の企画・開発

コンテンツ・ソリューション事業
映像コンテンツ制作のプラットフォーム(編集スペースや編集素材
等)や編集技術の提供、映像撮影・照明機材関連業務
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年８月１日　至　平成22年４月30日)において、全セグメントの売上高の合計額に占める日本

の割合が百分の九十を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年８月１日　至　平成22年４月30日)において、全セグメントの海外売上高が、連結売上高の

百分の十未満であるため、記載を省略しております。

　

　

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ＴＶ－ＣＭ事業」、「マーケ

ティング・コミュニケーション事業」の２つを報告セグメントとしております。「ＴＶ－ＣＭ事業」は、

ＴＶ－ＣＭの企画・制作、並びにポスト・プロダクション業務を行っております。「マーケティング・コ

ミュニケーション事業」は、国内外におけるＷＥＢ広告、プロモーションメディア広告の企画・制作等、

クロス・メディア広告事業を行っております。

　

EDINET提出書類

株式会社ティー・ワイ・オー(E05279)

四半期報告書

30/38



　

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年８月１日　至　平成23年４月30日)

　

　
ＴＶ－ＣＭ
事業
（千円）

マーケティング・
コミュニ
ケーション
事業
（千円）

合計
（千円）

その他
（千円）
(注)１

調整額
（千円）
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 12,168,7364,402,84316,571,580551,445 - 17,123,026

　セグメント間の
　内部売上高又は振替高

45,217 164,439 209,657 47,240 △256,897 -

計 12,213,9544,567,28316,781,237598,686△256,89717,123,026

セグメント利益又は損失(△) 2,374,351 71,553 2,445,904△23,209△1,255,8521,166,842

(注) １．その他は、アニメーション、テレビ番組、ミュージックビデオの企画・制作等を行っております。

２．セグメント損益の調整額△1,255,852千円には、セグメント間取引消去126,578千円及び全社費用△1,382,430

千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門に係る人件費及び経費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日)

　

　
ＴＶ－ＣＭ
事業
（千円）

マーケティング・
コミュニ
ケーション
事業
（千円）

合計
（千円）

その他
（千円）
(注)１

調整額
（千円）
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 3,980,9901,539,6885,520,678168,575 - 5,689,253

　セグメント間の
　内部売上高又は振替高

16,145 56,972 73,117 4,950 △78,067 -

計 3,997,1351,596,6605,593,796173,525 △78,067 5,689,253

セグメント利益又は損失(△) 823,397 47,221 870,618 2,682 △398,903 474,396

(注) １．その他は、アニメーション、テレビ番組、ミュージックビデオの企画・制作等を行っております。

２．セグメント損益の調整額△398,903千円には、セグメント間取引消去38,294千円及び全社費用△437,198　　　　

千円が含まれております。全社費用は、主に管理部門に係る人件費及び経費であります。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号　平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第20号　平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較し

て著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日)

１. ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費　　　　　　11,023千円

　

２. 権利失効により利益として計上した額

　該当事項はありません。

　

３. 当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１. １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末
(平成22年７月31日)

　 　

１株当たり純資産額 39円48銭
　 　

　

　 　

１株当たり純資産額 9円40銭
　 　

　

２. １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額等

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
至　平成23年４月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △9円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失のため記載しておりま
せん。

 

１株当たり四半期純利益金額 16円98銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  16円91銭
 

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年８月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年８月１日
至　平成23年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額

　 　

　四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △277,584 762,073

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△277,584 762,073

　期中平均株式数(千株) 28,243 44,867

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

 四半期純利益調整額（千円） ― ―

 普通株式増加数（千株） ― 194

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

―

第１回新株予約権  184個
第２回新株予約権  670個
第４回新株予約権  177個
第５回新株予約権1,253個
第６回新株予約権  810個
第７回新株予約権  552個
 
  当第３四半期連結累計期
間において付与者からの権
利放棄等に基づき上記の新
株予約権を消却しておりま
す。
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前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10円19銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

10円16銭
　

１株当たり四半期純利益金額 6円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額

5円97銭
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(千円) 298,747 365,961

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 298,747 365,961

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,316 59,736

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額 △817 ―

(うち子会社の発行する潜在株式による影響) (△817) (  ―)

普通株式増加数（千株） ― 1,562

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要　

第６回新株予約権
110個

第７回新株予約権
110個

―

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年７月31日以前ものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、リース取引残高は前連結会

計年度末に比べて著しい変動はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年６月11日

株式会社ティー・ワイ・オー

取締役会  御中

　

海南監査法人

　

代表社員 　 公認会計士    真    船　  洋 一 郎    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    秋    葉　        陽    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ティー・ワイ・オーの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年２月１日から平成22年４月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年８月１日から

平成22年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティー・ワイ・オー及び連結子会社

の平成22年４月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年６月13日

株式会社ティー・ワイ・オー

取締役会  御中

　

海南監査法人

　

指定社員 　 公認会計士    真    船　  洋 一 郎    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    秋    葉　        陽    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ティー・ワイ・オーの平成22年８月１日から平成23年７月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成23年２月１日から平成23年４月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年８月１日から

平成23年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティー・ワイ・オー及び連結子会社

の平成23年４月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータは含まれておりません。
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